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平成14年３月５日

基本政策部会における議論の方向についての試案

－従来の道路行政からの転換－

中村英夫

１．現状認識

～道路行政転換の機会～

戦後、国道さえも舗装されていないような劣悪な状態からスター

トした日本の道路は、およそ半世紀にわたり精力的に整備が進めら

れてきた。この間の道路行政の基本的な姿勢は 「欧米先進国の水、

準へのキャッチアップ」であり、道路の水準はきわめて不十分であ

るという認識のもとに「量的拡大」を至上命題としてきた。

今日の道路整備水準を見ると、多くの都市部における慢性的な交

通渋滞や、年間死者約9 , 0 0 0名にも達する交通事故、高速道路ネ
、 、ットワークの地域格差 電線や看板などによる沿道美観の欠如など

確かに不十分な部分も少なからず存在するものの、道路の量的スト

ックはある程度の水準にまで形成されたと言える。そのため、初期

においては、道路整備を熱心に望んだ国民も、現在では、地域によ

ってはこれを必ずしも歓迎するものとはならなくなっている。すな

わち、道路ストックの増大とともに道路整備の限界効果は大きく減

少したのである。

加えて、バブル経済の崩壊を経て経済の低迷が続き、少子高齢化

の急速な進展、地球規模の環境問題などとあいまって、道路への投

資環境の大きな変化が進み、道路行政を取りまく経済社会情勢も大

きな転換期にあると言わねばならない。

、 、「 」この際 日本の道路行政は 一定の量的ストックは満たされた

ことを認め、これまでの「量的拡大」路線から、必要性の高いもの

とそうでないものを峻別して、無駄なく投資し、あわせて既に形成

されたストックを改良して質的向上を図り、有効活用する姿勢に転

「平成14年3月5日　社会資本整備審議会　道路分科会 
  第 1回基本政策部会　中村部会長提出資料」より抜粋
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換すべきであると考える。

昨今、有料道路制度、道路特定財源制度、特殊法人民営化など、

戦後の道路整備を支えてきたシステムや制度の改革が強く要請され

ているが、これは道路行政が時代の要請に十分対応できていないが

ために生じた利用者や国民と道路政策の間の意識のギャップに起因

するとも言える。

換言すれば、現在では、既存の道路政策の存続が限界に達してい

ることを意味しており、国民と道路行政のギャップが9 0年代以降
急速に目立つようになってきたことを省みれば、道路行政は既に時

代の変化に遅れをとっているともいえよう。

しかしながら、発想を変えれば、こうした今日の時代の変化と改

革への要請は、既存の「量的拡大」路線を転換し 「新たな選別的、

な重点投資と、既存施設の改善と有効活用重視へ 、と政策を切り」

替えるまたとない機会であるとも考えられる。

近年、世に出された英国の交通白書「A New Deal for Trans
port:Better for Everyone」や、ドイツ交通住宅省の年次交通報
「 」告 Verkehrs bericht 2000：モビリティーの高い未来への構想
でも、このような転換の方向が極めて明確に示されている。

道路行政は他の公共事業部門に先駆け、政策や組織、制度の面で

戦後の社会資本整備をリードしてきたと言って良い。今こそ、道路

行政が再び効率的な公共事業への大転換を先導する役割を果たすこ

とを期待したい。本部会では、現在の道路行政を取りまく情勢を、

今後にわたる「道路行政転換の契機」ととらえ、従来の政策の善き

ものは残し、改めるべきものは改め、今後へ向けて建設的に道路行

政のあり方を審議すべきと考える。

２．新たな道路行政の方向性

～選別投資、改良と活用への転換～

言うまでもなく、道路は最も基本的でかつ大規模に広がるインフ

ラストラクチャーであり、国民の厚生を確保する基盤である。した

がって、国民生活の向上のために必要な道路整備は十分に進められ
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なければならない。同時に、これは国民の貴重な共有財産であり、

これを有効かつ適切に活用することは、今後の我が国の経済活力や

。 、生活の質の向上に枢要な影響を持っている このような認識に立ち

この機会を逃すことなく衆知を集めて、道路行政の転換の新たな方

向を見出すよう検討すべきである。

このような視座に立って、本基本政策部会の議論を、徹底した情

報公開のもとに、次のような方向に展開していくことが必要である

と考える。

①「量的拡大」重視から、既存のストックの改善と活用を最大限

に考慮した「峻別した新規投資と既存施設の有効活用」へ

②市街地において「車中心」の施策から、自動車利用抑制、生活

道路の復権、沿道環境・地球環境の改善も考慮した「歩行者・

自転車など生活者重視」の施策へ

③「道路単独主義」から、鉄道等他の公共交通機関との適切な役

割分担を考慮した「インターモーダルな総合的交通システム」

の構築へ

④「全国一律の”均衡ある発展 」から「地域ブロックを主体し”

た個性ある地域づくり」の支援へ

⑤「事業量確保のための事前評価システム」から「成果を重視す

る評価システム」へ

⑥環境改善、物流効率化、モビリティの向上等の観点に立って、

料金を変えるなどの「弾力的な料金政策の導入」へ

以上述べたように、過去の経緯にとらわれることなく、道路政策

の最終目的たる国民福祉の向上に立ち返って、今後の道路行政の進

むべき方向を検討すべきと考える。部会のメンバーにとどまらず、

各地域、各界・各層の方々から多くの意見をいただきながら、国民

的に議論を進めていくよう、そのための仕組みを整えることが必要

と考える。
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国土交通省道路局 

 

 

社会資本整備審議会道路分科会に「基本政策部会」が設置され、

このほど第１回部会が開催されました。 
 

■基本政策部会で「今後の道路政策のあり方」についての検討開始 

 7月に部会としての中間報告（案）を取りまとめへ 

■部会長に中村英夫氏（武蔵工業大学教授）を選出 

■中村部会長が試案として「従来の道路行政からの転換」を提示。「選

別投資、改良と活用への転換」を実現すべく、今後の道路行政の進

むべき方向について議論。 

■審議の内容は速やかに道路ＩＲサイトに掲載することで合意。 

 併せて一般の方々からの意見を聞く取組をサイト内で開始 

  

  

※詳しくは別添資料、または国土交通省ホームページ内道路ＩＲサイトをご参照ください 
道路ＩＲサイト http://www.mlit.go.jp/road/ir/index.html  

 

 

  ＜事務局から＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策部会についての詳細や本ニュースに関するお問い合わせは 

国土交通省道路局企画課道路経済調査室課長補佐 担当 多田智   

TEL 03-5253-8111（内線 37632）    E-mail  tada-s25q@mlit.go.jp 

2002/3/7 Vol.1 

第一回基本政策部会では、中村部会長より 
○「量的拡大」重視から、既存のストックの改善と活用を最大限に考慮した「峻別した新規投資

と既存施設の有効活用」へ                
○「全国一律の均衡ある発展」から「地域ブロックを主体とした個性ある地域づくり」の支援へ

○ 「事業量確保のための事前評価システム」から「成果を重視する評価システム」へ 
等の新たな道路行政の方向性が示されました（詳細は IR サイト参照）。 
今後、各地方整備局のブロックにおいて実施する地方懇談会等においても、これらの方向性も

参考に従前の発想に捕らわれない今日的な意義の高い検討が展開されることを期待しています。
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国土交通省道路局 

 

 

社会資本整備審議会 道路分科会「第２回 基本政策部会」が開催

されました。 
 

■基本政策部会における今後５回の議論のテーマが決定しました。 

■越澤委員より「豊かで品格のある道路空間の創造に向けて」が発表

され、委員を中心に活発な議論を展開。 

■次回の部会については、波頭議員、クー議員よりテーマ「経済活力

を高める」に関する提案が行われる予定で合意。 

 

  

※詳しくは別添資料、または国土交通省ホームページ内道路ＩＲサイトをご参照ください 
道路ＩＲサイト http://www.mlit.go.jp/road/ir/index.html  

 

  ＜事務局から＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策部会についての詳細や本ニュースに関するお問い合わせは 

国土交通省道路局企画課道路経済調査室課長補佐 担当 多田智   

TEL 03-5253-8111（内線 37632）    E-mail  tada-s25q@mlit.go.jp 

2002/4/2 Vol.2 

第二回基本政策部会では、越澤委員より「豊かで品格のある道路空間の創造に向けて」と題して発

表が行われ、取り組むべき基本政策として以下の項目が提示されました。（詳細は IR サイト参照）。

  1. 公共空間である道路と都市の再生・再開発で生み出される民有空間（半公共空間）の一体的な

整備 
  2. 道路空間と沿道の文化、賑わい、地権者との協働  
  3. 都市内の幹線道路の整備による沿道誘発効果 
  4. 昭和４３年以前の都市計画道路に対する国の責務  
  5. 密集市街地における生活道路の整備  
  6. 密集市街地、スプロール市街地における準幹線道路、幹線道路の整備。沿道の市街地整備との

連動、促進。  
  7. 文化遺産としての道路。都市内の道路整備の哲学を再構築すべき。  
  8. 路面電車（トラム）の復権を強力に推進すべき。 
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国土交通省道路局 

 

 

社会資本整備審議会 道路分科会「第３回 基本政策部会」が開催

されました。 
 

■「経済活力を高める」をテーマに、評価基準となる指標の設定や決

定・実施プロセスの見直し、渋滞解消と高コスト・高料金の是正、

既存の道路の有効利用の徹底追及などについて活発な議論が行わ

れました。 

■次回、第４回部会では、「地域の魅力を高める」をテーマに議論を

進めることになりました。 

 

※詳しくは別添資料、または国土交通省ホームページ内道路ＩＲサイトをご参照ください 
道路ＩＲサイト http://www.mlit.go.jp/road/ir/index.html  

 

  ＜事務局から＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策部会についての詳細や本ニュースに関するお問い合わせは 

国土交通省道路局企画課道路経済調査室課長補佐 担当 多田智   

TEL 03-5253-8111（内線 37632）    E-mail  tada-s25q@mlit.go.jp 

2002/4/10 Vol.3 

第三回基本政策部会では、波頭委員、クー委員より「経済活力を高める」と題して発表が行われ、

ました。（詳細は道路 IR サイト参照）。 
波頭議員は、これからの道路行政の基本方針として、「人・物の輸送効率を高めるという目的に対

して、経済効果の高い事業を重点的、選択的に行う」ことを主張し、その最大のポイントとして 以
下を提案しています。 
  １．Ｂ／Ｃによって、判断／決定すると謳うこと 
  ２．そのためのトゥールとして、アウトカム指標を正式に導入すること 
  また、クー議員は、日本経済の低迷に対する正しい処方箋として政府の支出拡大が必要と主張し、

今の日本は公共事業を実施する歴史的チャンスであるにもかかわらず、国民からの拒否反応がある

のは政策担当者側が大いに反省すべきだと指摘しています。  
 さらに、道路については、渋滞解消と高コスト・高料金の是正が急務であるとし、ユーザーコス

削減と渋滞の抑制という点で国民の期待を下回っており、既存の道路の有効利用を徹底的に追及し

で新しい道路の話をした方がよい、と分析しています。 
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国土交通省道路局 

 

 

社会資本整備審議会 道路分科会「第５回 基本政策部会」が開催

されました。 
 

■「安全を守る」「環境を保つ」をテーマに開催され、それぞれ白石

委員、横島部会長代理からの発表がありました。 

■また、地域の有識者として熊坂義裕氏（宮古市長）、柏谷増男氏（愛

媛大学教授）よりご意見を伺い、それを受けて議論が行われました。 

■次回の部会については、中条委員、家田委員より、テーマ：「進め

方を改革する」に関する提案が行われる予定です。 

  

※詳しくは別添資料、または国土交通省ホームページ内道路ＩＲサイトをご参照ください 
道路ＩＲサイト http://www.mlit.go.jp/road/ir/index.html  

 

  ＜事務局から＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策部会についての詳細や本ニュースに関するお問い合わせは 

国土交通省道路局企画課道路経済調査室課長補佐 担当 多田智   

TEL 03-5253-8111（内線 37632）    E-mail  tada-s25q@mlit.go.jp 

2002/5/14 Vol.5 

第５回基本政策部会では、まず、「安全を守る」について、白石委員（東洋大学助教授）より発表が行

われました。白石委員発表では、今後の人口減少や少子高齢化を考慮し、選択的な新規投資と既存スト

ックの質的向上が不可欠という認識のもと、以下の項目が提案されました。 
（１） 高齢者を含むすべての人が安全に歩ける道路環境 
（２） 歩行者や自転車の利用を優先した生活環境ゾーンの形成 
（３） 安心して社会経済活動を営める道路インフラの確保 
次に、「環境を保つ」をテーマとして、横島部会長代理（高崎経済大学教授）より、環境重視の道路行

政に向け、以下についての提言が行われました。 
１．国民と行政の意識改革（責任の共有に向けた国民・行政の意識改革） 
２．新しい取組みへの挑戦（技術開発への取組み、自動車交通量の抑制（ＴＤＭ）） 
３．行政機関の協働（各行政分野の協働、国と地方公共団体の協働） 
その後、宮古市長熊坂義裕氏より、市民とともに進める道づくりの取り組みとして宮古市道づくり検

討会とその提言などについて発表が行われ、続いて、愛媛大学教授柏谷増男氏より、地方部の道路整備

にあたり便益が小さいことを素直に認めその上で地方の特殊性を考慮すべきとの指摘がありました。 
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